
  
 

1.はじめに 

 

中小企業の資金の調達手法としては日本政策金融公庫の利用、保証協会付融資、プロパー融資の選択肢が一般

的に思い浮かぶのでは無いかと存じます。その中で最近、地方銀行～信用金庫で表題の「不動産担保ローン」

の取扱いが増加傾向にあります。こちらは資金繰りに新たな選択肢が増える可能性がある商品です。不動産担

保ローンは、新規物件購入や、既存借入の返済負担を劇的に軽減するなど、活躍場面も多くございます。今回

は基本的な商品性や特徴をお話させて頂きます。 

 

2.商品の特徴 

 

① 商品の特徴 

不動産担保ローンとは、中小企業、個人事業主様含め所有する不動産（土地・建物・自宅・収益物件など）を

担保として差し入れ、保証会社が担保設定の上、保証会社の保証付き融資を受ける商品です。申込は金融機関

が窓口で保証会社と連携し審査を行い審査可決後は登記手続きも含め金融機関で契約手続きを行うケースが一

般的です。担保不動産評価や財務状況も含め金利や期間が決められます。担保提供により借入金額増加・返済

期間長期化・資金使途の柔軟性が強みの商品です。 

② 担保提供により金額、期間の条件の有利化 

不動産担保ローンでは一般的な融資審査の項目も見られますが、不動産の担保価値（担保評価額）が審査に大

きく影響を与えます。業況が苦しいお客様でも期間長期化でキャッシュフロー改善から経営改善が見込める場

合は、計画書策定等条件に前向きに審査する場合もございます。金融機関や保証会社によりますが、一般的な

融資枠より大きい金額の借入、期間は最長 30 年程度の対応を紹介している所もございます。金利は一般的な事

業性融資より高い場合もあり、返済期間も不動産が絡む資金でない場合は希望期間に達しない場合もございま

す。 

③ 資金使途の柔軟性・CF改善も見込める借り換え（一本化）が可能 

資金使途は新規不動産購入をはじめ、運転資金、設備資金、複数金融機関借入の一本化（肩代わり含む）資金、

納税資金含め不動産担保ローンを活用し一本化できます。毎月返済額が大幅に見直され資金繰りにゆとりが生

まれます。銀行の事業資金融資では資金使途が厳しく制限されますが、不動産担保ローンは商品の性質上、既

存債務の整理までも幅広く柔軟に利用できます。宅地建物取引業者の不動産仕入資金も利用できる金融機関も

ございます。 

④ その他特徴・諸費用・注意点 

企業の財務状況や収益力や保証会社の担保評価の結果含め、減額回答や経営者保証・連帯保証の加入等条件が

付されるケースや、個人事業主様や代表者様の最終完済時年齢の上限があるケースもあり注意が必要です。一

般的な融資より登記設定に係る諸費用や金融機関・保証会社への手数料・保証料が発生します。保証審査も一

般的な事業性融資と比較し時間がかかる場合もあります。売買や所有権移転が絡む為、タイムスケジュールや、

条件など窓口の金融機関と密に連絡をとり確認しながら進める事を推奨致します。 

 

3.最後に 

 

今回は不動産担保ローンに関してお話しさせていただきました。一般的な融資商品と比較するとさまざまな特

徴がございますが、資金繰りに対して課題があるお客様から新規で物件購入等を検討されているお客様にも今

回ご説明した点も踏まえて、アドバイスの参考にして頂けると幸いです。 
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